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１ 今回の２月補正予算では、国の補正予算に対応した、防災・減災対策や農林水産業の 

競争力強化、医療・福祉・教育施策の充実に向けた事業のほか、中小企業に対する設備

投資支援などに必要な経費を計上しました。 

 

２ また、令和６年能登半島地震への対応に要する経費を計上するほか、人件費や公債費

などについて、実績を踏まえて精査しました。 

 

３ この結果、一般会計の２月補正予算規模は、４８８億１４百万円の減額で、補正後の  

最終予算額は、２兆２，０２０億７６百万円となりました。 

報道資料 千 葉 県 

Ch iba Prefectura l  Government 
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計数整理の結果、変動を生ずる場合があります。 
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Ⅰ 一般会計の予算規模 

 

１ 補正予算規模 ▲４８８億１４百万円 （補正後予算額 2 兆 2,020 億 76 百万円） 

（１）国の補正予算等に係るもの   ３５８億１２百万円 

（２）上記以外の事業費に係るもの ▲８４６億２６百万円 

 

 

［歳入内訳］ 

・県税          ▲73億77百万円（9,309億37百万円→9,235億60百万円） 

     （地方消費税・法人二税の減、個人県民税の増 等） 

 
・地方譲与税        79億58百万円（1,143億68百万円→1,223億26百万円） 

    （特別法人事業譲与税の増 等） 
 

・臨時財政対策債を含む 

実質的な地方交付税  172億36百万円（2,614億73百万円→2,787億 9百万円） 

（国の経済対策による地方交付税の増  等） 

 

・県債（臨財債を除く）  13億97百万円（1,033億71百万円→1,047億68百万円） 

 

・繰入金          ▲386億27百万円（ 860億円      → 473億73百万円） 

うち財政調整基金    ▲330億円（500億円→170億円） 

 

  ・繰越金         68億81百万円（  62億15百万円→  130億96百万円） 

 

・国庫支出金     ▲389億18百万円（2,986億92百万円→2,597億74百万円） 

 

・その他           26億36百万円（4,498億34百万円→4,524億70百万円） 

    （諸収入の増 等） 
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Ⅱ 主な補正予算（歳出）の内容 
 

１ 国の補正予算等に係るもの 

 

（１）防災・減災対策等 

 

○道路ネットワーク事業（道路計画課、道路整備課、道路環境課）  5,491,032 千円 

  （既定予算とあわせ 69,377,287 千円） 

防災・減災の強力な推進及び県民の安全・安心を確保するため、橋りょうや横断歩道橋 

などの老朽化対策等を進めるとともに、災害時において救急救命活動や応急対策活動に必要 

となる道路網の整備を進めるため、事業費を増額します。 

  ［事業内容］ 

   ・道路メンテナンス事業                     920,900 千円 

・防災・安全交付金事業                     368,214 千円 

   ・通学路緊急対策事業                       80,000 千円 

   ・電線類地中化整備事業                     219,000 千円 

   ・国道道路改築事業                        155,000 千円 

   ・社会資本整備総合交付金事業                  702,751 千円 

   ・社会資本整備総合交付金事業（交付金街路）           300,000 千円 

   ・直轄事業負担金                       2,745,167 千円 

 

 

 

 

○交通安全施設整備事業〔再掲〕（道路環境課）            240,000 千円 

 （既定予算とあわせ 5,045,930 千円） 

   交通事故の防止のため、通学路の緊急点検の結果を踏まえて、歩道整備や交差点改良等を

計画的に進めます。 

  ［事業内容］ 

   ・補助事業 240,000千円 

     歩道整備、交差点改良等     240,000千円  
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○河川・海岸・砂防事業（河川整備課、河川環境課）          11,865,400 千円 

     （既定予算とあわせ 41,178,421 千円） 

自然災害から県民の生命・財産を守るため、河川の河道拡幅や護岸整備などを一層進める

とともに、災害時の避難体制の強化のため、土砂災害警戒区域等の指定のための基礎調査 

などを実施します。 

［事業内容］ 

・一宮川流域浸水対策特別緊急事業                4,752,000千円 

・その他河川改修事業                      2,351,000千円 

・ダム・排水機場等の施設改修                                   876,500千円 

・海岸基盤整備事業                         480,000千円 

・土砂災害防止事業                        340,000千円 

・災害関連地域防災がけ崩れ対策事業                27,900千円 

・土砂災害警戒対策事業                    2,400,000千円 

・治水直轄事業負担金                                            638,000千円 

 

 

 

 

○港湾事業（港湾課）       694,100 千円（既定予算とあわせ 6,382,863 千円） 

防災・減災に資する海岸保全施設の整備を進めるとともに、港湾施設の老朽化対策を行う 

ため、事業費を増額します。 

［事業内容］ 

a    ・館山港多目的桟橋整備事業  360,500千円 

a     ・高潮対策事業        140,000千円 

a     ・港湾メンテナンス事業     114,000千円 

a     ・直轄事業負担金         79,600千円 

 

 

 

 

○治山事業（森林課）       20,000 千円（既定予算とあわせ 1,520,974 千円） 

   山崩れや地滑りによる被害を未然に防止し、災害に強い森林をつくるため、災害予防工事

に要する事業費を増額します。 
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○漁港建設事業（漁港課）       943,000 千円（既定予算とあわせ 5,289,276 千円） 

水産物の安定供給に資するため、防波堤の整備や漁港の機能保全に要する事業費を増額 

します。 

［事業内容］ 

   ・拠点漁港整備事業            386,000 千円 

   ・水産基盤ストックマネジメント事業    557,000 千円 

 

 

 

○生活基盤施設耐震化等交付金（水政課） 

   1,500,284 千円（既定予算とあわせ 4,420,236 千円） 

水道施設の耐震化や広域化に伴う管路の整備等を促進するため、各水道事業体への交付金を

増額します。 
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（２）農林水産業の競争力強化 

 

○土地改良事業（耕地課）        520,800千円（既定予算とあわせ 15,632,267千円） 

農地集積の加速化や農産物の生産性向上等を図るため、農地の大区画化や農業用水利施設

の整備に係る事業費を増額します。 

［事業内容］ 

・経営体育成基盤整備事業             59,000 千円 

・農地中間管理機構関連農地整備事業       100,000 千円 

・直轄事業負担金                361,800 千円 

 

 

 

 

○食品産業の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備事業（流通販売課） 

                  430,000千円（既定予算とあわせ 601,426千円） 

県内の食品事業者による加工食品等の輸出促進を図るため、輸出先の規制への対応に必要

な設備・機器等の整備に係る経費を支援します。  

［対  象］食品製造事業者、食品流通事業者、中間加工事業者等 

 ［対象経費］輸出先国の規制に対応するために必要な製造・加工、流通等の施設及び機器 

の整備等の経費、ＨＡＣＣＰ等の認証取得に係る経費 

［補 助 率］1/2 

 

 

 

 

 ○担い手確保・経営強化支援事業（担い手支援課）           61,200 千円 

 地域計画が策定されている地区等において、認定農業者等が金融機関の融資を受けて実施

する機械・施設の整備や、新たな担い手の育成を図る取組に対して助成します。 

［補助対象］①機械・施設の整備 

②新たな担い手の育成 

［補 助 率］①1/2 以内 

②定額 
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 ○畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（畜産課）         154,561千円 

 高収益型の畜産経営体制を構築するため、畜産農家、農協、市町村等で構成する畜産  

クラスター協議会が経営規模の拡大等を図るために行う施設整備に対して助成します。 

［補助率］1/2 以内 

 

 

 

 

 ○優良種苗確保事業（森林課）      2,000千円（既定予算とあわせ 14,097千円） 

   優良な種苗を確保し、適正かつ円滑な造林を進めるため、花粉の少ないヒノキの苗木の 

生産に要する事業費を増額します。 

 

 

 

 

 ○国内森林資源活用・木材産業国際競争力強化事業（森林課）       22,380千円 

物価高騰の影響を受けるきのこ生産者を支援するため、国の補助金を活用して、高騰する

生産資材の導入費の一部を支援します。 

    ［補助対象］原料の国産化及びコスト低減等に取り組むきのこ生産者 

  ［補 助 額］生産資材について、「令和４年 12 月から令和５年 12 月までの平均価格」から 

「令和４年２月から令和４年 12 月までの平均価格」を差し引いた価格の 

1/2 相当額 
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（３）医療・福祉・教育施策の充実 

○介護・障害福祉の職員・看護補助者の処遇改善【新規】 

（高齢者福祉課、障害福祉事業課、医療整備課）              3,038,000千円 

   令和６年６月以降に予定されている、介護・障害福祉の職員や看護補助者の収入の引上げ

を前倒しで実施するために、２月から５月までの賃金引上げに相当する額を補助します。 

  ［負担割合］国10/10 

  ［補助金額］１人当たり月額平均6,000円の賃金引上げに相当する額 

  ［対象職員］介護事業所の介護職員、障害福祉サービス事業所等の福祉・介護職員、 

        医療機関の看護補助者 

        ※６月以降も賃金引上げを継続することが要件 

  ［対象期間］令和6年2月～5月 

 

 

 

○電子処方箋の活用・普及促進事業【新規】（健康福祉政策課）    1,070,000千円 

   質の高い医療サービスの提供や医療機関等の業務効率化を推進するため、医療機関等に 

よる電子処方箋の導入に対し補助を行います。 

  ［対象施設］病院、診療所（歯科を含む）、薬局 

［対象経費］医療機関・薬局に対する電子処方箋管理サービスの導入に係る費用 

  ［補助上限］大規模病院：81.1万円、病院：54.3万円、診療所、薬局：9.7万円 

        ※機能の追加に併せて、補助上限の上乗せあり 

［補助割合］国2/3、県1/3 

 

 

 

○こどもの性被害防止対策支援事業【新規】 

（学事課、子育て支援課、障害福祉事業課、児童生徒安全課）     44,300 千円 

こどもの性被害防止対策を推進するため、プライバシー保護や保護者からの確認依頼等に  

応えるための設備の導入を支援します。 

［対象施設］ 

   ・私立幼稚園        14,400千円 ［補 助 率］1/2（国1/2） 

   ・認可外保育施設      3,000千円 ［補 助 率］3/4（国1/2、県1/4） 

   ・障害児通所支援事業所  22,500千円 ［補 助 率］3/4（国1/2、県1/4） 

   ・県立特別支援学校     4,400千円 ［負担割合］国1/2、県1/2 

［対象経費］パーテーションやカメラ等の設備の整備に係る経費 

（基準額：１施設あたり100千円） 
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○障害福祉分野におけるロボット等導入支援事業（障害福祉事業課）   15,000千円 

障害者支援施設等における労働環境の改善や安全・安心な障害福祉サービスの提供等を 

推進するため、介護業務の負担を軽減する介護ロボットの導入を行う事業者に対して助成 

します。 

［補助割合］国1/2、県1/4 

［基 準 額］ 

・移乗介護等 1台あたり100万円 

・移動支援等 1台あたり30万円 

・１事業所あたり 120万円～210万円 

 

 

 

○障害福祉分野におけるＩＣＴ導入支援事業（障害福祉事業課）     30,000 千円 

   障害者支援施設等における業務効率化や安全・安心な障害福祉サービスの提供等を推進 

するため、ＩＣＴ導入を行う事業者に対して助成します。 

  ［補助割合］国1/2、県1/4 

［基 準 額］１事業所あたり1,000千円 

 

 

 

○障害者グループホーム等の整備促進（障害福祉事業課）        88,026千円 

   障害者の社会参画や地域移行を推進するため、グループホーム等の整備を行う事業者に 

対して助成します。 

  ［補助割合］国1/2、県1/4 

 

 

 

○こどもの生活・学習支援事業（健康福祉指導課、児童家庭課）         37,000 千円 

                        （既定予算とあわせ 113,272 千円） 

経済的な課題を抱えるひとり親世帯等のこどもの進学を支援するため、大学等の入試や 

模試の受験に要する費用を助成します。 

［負担割合］市 分：国1/2、県1/4、市1/4 

町村分：国1/2、県1/2      

［上 限 額］受験料  高校３年生：53,000円 

       模試費用 高校３年生： 8,000円、中学３年生：6,000円 

 

 

10



 

○特別支援学校の施設整備（教育施設課）             2,014,974 千円 

（既定予算とあわせ 2,312,877 千円） 

県立特別支援学校の長寿命化や教育環境の改善を図るため、大規模改修や空調整備の  

事業費を増額します。 

［内訳］ 

・県立学校長寿命化対策事業（県立学校大規模改修） 1,933,800 千円（工事 3校） 

・県立学校空調設備整備事業（職員室等の管理諸室）    81,174千円（設計・工事3校） 

 

 

 

 

○高等学校ＤＸ加速化推進事業【新規】（学習指導課） 307,210 千円 

高等学校におけるデジタル等成長分野を支える人材育成の充実を図るため、国の補助金を

活用して、ＩＣＴ機器整備等を行います。 

  ［対象校］県立高校30校程度 

 

 

 

 

○公立学校情報機器整備基金積立金【新規】（学習指導課） 3,800,000 千円 

義務教育段階の公立学校における１人１台端末の着実な更新・整備を行うため、国交付金

を活用して、新たに公立学校情報機器整備基金を造成します。 
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（４）地方創生臨時交付金の活用 

 

○中小企業生産性向上・設備投資促進補助金（経済政策課）      2,200,000 千円 

                        （既定予算とあわせ 4,400,000 千円） 

県内経済が緩やかに持ち直しつつある中、景気回復を確かなものとし、更に経済の好循環を 

促すための緊急支援として、ＤＸによる省力化・業務効率化や、新事業展開・新商品開発など、

中小企業等における生産性向上を図るために必要な設備投資について、予算を増額し、補助を 

行います。 

［補助対象］県内の中小企業等 

［対象経費］生産性向上に資する設備投資 

［補助率等］1/2（上限5,000千円） 

 

 

 

 

 ○社会福祉施設物価高騰対策支援事業（高齢者福祉課、障害福祉事業課） 110,000千円 

介護や障害福祉サービス等を安定的に受けられるよう、社会福祉施設における物価高騰の

影響を軽減するために実施している支援について、訪問系の施設を対象に追加します。 

［対象施設］訪問系サービスを実施する高齢者施設、障害者施設 

［支 援 額］１施設あたり20千円 

 

 

 

 

○医療機関等物価高騰対策支援事業（医療整備課）                     156,000千円 

医療を安定的に受けられるよう、医療機関等におけるエネルギー・食料品価格の高騰の 

影響を軽減するために実施している支援について、施術所、助産所を対象に追加します。 

［対象施設］施術所、助産所 

［支 援 額］１施設あたり20千円 
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２ その他の事業費に係るもの 

 

 ○令和６年能登半島地震への対応（危機管理政策課、健康福祉政策課、住宅課等） 

200,000千円 

能登半島地震の被災地を支援するため、保健師等の職員やＤＭＡＴ等を派遣するほか、 

住家に被害を受けた被災者に対し、県営住宅を無償で提供します。 

［支援内容］ 

   ・職員等の派遣による支援 

・避難所運営や住家被害認定調査 

・保健師による被災者の健康管理 

・ＤＭＡＴ・ＤＰＡＴによる医療的支援  

・応急仮設住宅の建設  等 

   ・被災者への県営住宅の提供（８０戸、家賃等を免除） 

 

 

 

 

○生成ＡＩ導入事業 【新規】（情報システム課）                         3,000千円 

業務の効率化を図るため、機密性を有する情報の取扱いが可能な生成ＡＩの利用環境を 

令和６年２月から導入します。 

［事業内容］ 

・県専用環境構築費   1,000千円 

・生成ＡＩ利用料    2,000千円 
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○人件費            ▲5,330,723 千円（既定予算とあわせ 503,931,034 千円） 

支給実績等により所要額が減となる見込みのため、減額します。 

 

 

 

 

○公債費            ▲5,934,701千円（既定予算とあわせ 226,409,867千円） 

県債の発行利率が見込みを下回ったことに伴い減額します。 

 

 

 

 

 

○投資的経費（国の補正予算に係るものを除く）           ▲25,761,873 千円 

                    （既定予算とあわせ 180,856,914 千円） 

 事業費の確定などに伴い減額します。 

［主なもの］ 

・道路ネットワーク事業                      ▲12,826,945 千円 

・河川・海岸・砂防事業             ▲1,540,800 千円 

・土地改良事業                ▲2,904,051 千円 

 

 

 

 

○事業実績の確定等に伴う国庫返還金                23,883,098 千円 

過年度に受け入れた国庫支出金について、事業実績の確定等に伴い国庫に返還します。 

［内 訳］ 

・感染症対応事業に係る国庫返還金 15,819,042千円 

・その他の国庫返還金        8,064,056千円 
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Ⅲ 地方債の状況 

１ 県債発行の状況 

（単位：億円） 

区  分 

令和５年度 令和４年度 

最終予算 

(Ｄ) 

増減 

(Ｃ)－(Ｄ) 
現計予算 

(Ａ) 

２月補正 

(Ｂ) 

合計 

(Ｃ) 

建 設 地 方 債 ① 1,034 14 1,048 883 165 

臨 時 財 政 対 策 債 等 ② 450 11 461 674 ▲213 

計（①＋②） 1,484 25 1,509 1,557 ▲48 
 
 

○ 県債の発行額については、建設地方債が、事業費の確定等による減がある一方で、国の

補正予算に伴う増があることから１４億円の増となり、臨時財政対策債の１１億円の増と

合わせて、２５億円の増となっています。 

 

２ 県債残高の状況 

（単位：億円） 

区    分 
令和２年度 

 

令和３年度 

 

令和４年度 

（ア） 

令和５年度 

（イ） 

増 減 

（イ）－（ア） 

建 設 地 方 債 等 ① 12,981 12,680 12,481 12,535 54 

 建 設 地 方 債 12,318 12,059 11,903 11,999 ＋96 

 退 職 手 当 債 663 621 578 536 ▲42 

臨 時 財 政 対 策 債 等 ② 17,739 17,976 17,552 16,905 ▲647 

計(①＋②） 30,720 30,656 30,033 29,440 ▲593 

（参考） 満期一 括償還   

の た め の 積 立 金 残 高 
5,692 6,886 7,450 7,493 43 

注１ 満期一括償還分の積立金残高を控除した実質的な地方債残高 

    ２ 臨時財政対策債等：臨時財政対策債、減税補てん債、減収補てん債 

    ３ 令和４年度までは決算額、令和５年度は２月補正後見込み 
 

○  令和５年度末の県債残高 (満期一括償還分の積立金を除く実質残高）は、      

２兆９，４４０億円となる見込みです。 

○ 建設地方債等の残高については、過去に発行した県債の償還が引き続き進む一方で、 

新規発行額が増となることから、前年度と比べ５４億円増加しています。 

○ また、令和５年度は、臨時財政対策債の新規発行額が減少することから、臨時財政  

対策債等の残高については、前年度と比べ６４７億円減少する見込みです。 
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Ａ　普通会計内特別会計・準公営企業会計
（単位：百万円）

令和5年度2月補正予算

現計 2月補正 計

財政調整基金 53,216 ▲33,014 20,202
積立金の減 ▲14（3,216→3,202）
一般会計繰出金の減 ▲33,000（50,000→17,000）

県債管理事業 506,667 5,898 512,565
臨財債償還基金費の積立に伴う増 8,165（皆増）
発行計画の確定に伴う償還元金の減 ▲2,209（144,716→142,507）

地方消費税清算 998,229 ▲85,525 912,704
地方消費税の税収減に伴う減
　貨物割の減 ▲75,102(594,595→519,493)

自動車税証紙 4,980 77 5,057
前年度繰越金の増 272(1→273)
環境性能割の減 ▲237(3,429→3,192)

市町村振興資金 2,100 1,654 3,754
前年度繰越金の増 1,618(937→2,555)
償還金の増 35（1,163→1,198)

501 153 654 貸付金の増 153（328→481）

783 1 784 支給対象の増に伴う弔慰金・脱退一時金の増 1（2→3）

国民健康保険事業 516,520 8,875 525,395
事業費の増に伴う普通交付金の増 4,311（393,493→397,804）
事業費の確定に伴う国庫返還金の増 3,859（152→4,011）

3,646 ▲50 3,596 事業費の確定に伴う施設整備費の減 ▲70（778→708）

92 92

工業団地整備 546 ▲14 532 事業費の確定に伴う環境影響評価事後調査の減 ▲14（40→26）

20 2 22 前年度繰越額及び償還額の確定による一般会計繰出金の増 2（6→8）

営林事業 321 ▲22 299 事業費の確定による委託費の減 ▲22（125→103）

41 59 100 前年度繰越額の確定による繰越金の増 63（36→99）

沿岸漁業改善資金 71 321 392 前年度繰越額の確定による繰越金の増 352（30→382）

港湾整備事業 3,924 ▲139 3,785
契約差金等による整備費の減 ▲96(2,192→2,096)
消費税納付額の確定等による運営費の減 ▲37（1,102→1,065)

土地区画整理事業 14,463 706 15,169
保留地処分金収入の増に伴う県債管理基金への積立の増 1,963(皆増)
事業費確定に伴う減 ▲1,189（13,815→12,626）

奨学資金 1,807 124 1,931
一般会計繰入金（中高協会からの寄附金）の増 100（皆増）
貸付金返納の増 6（441→447）

2,107,927 ▲100,895 2,007,032

Ｂ　公営企業会計
（単位：百万円）

令和5年度2月補正予算

現計 2月補正 計

収益的支出 79,703 ▲785 78,918
動力費の減 ▲495（5,235→4,740）
修繕費の減 ▲332（8,470→8,138）

資本的支出 71,514 ▲7,302 64,212 建設事業費の減 ▲7,323（58,226→50,903）

収益的支出 13,644 ▲383 13,261
動力費の減 ▲164（1,471→1,307）
修繕費の減 ▲128（786→658）

資本的支出 10,681 ▲2,191 8,490 建設事業費の減 ▲2,159（7,087→4,928）

収益的支出 59,038 3,055 62,093
特別損失 1,904（皆増）
材料費の増 1,138（15,650→16,788）

資本的支出 17,667 ▲238 17,429 建設改良費の減 ▲238(14,468→14,230)

収益的支出 12,738 ▲3,350 9,388
委託料の減 ▲2,092（2,305→213）
補償費の減 ▲1,421（2,503→1,082）

資本的支出 4,369 ▲7 4,362 固定資産取得費の減 ▲8（71→63）

収益的支出 36,062 ▲1,294 34,768
委託料の減 ▲626（15,927→15,301）
減価償却費の減 ▲621（13,591→12,970）

資本的支出 14,500 ▲2,568 11,932 建設改良費の減 ▲2,575（10,648→8,073）

319,915 ▲15,062 304,853

2,427,842 ▲115,957 2,311,885

注）表示単位未満四捨五入のため、積み上げが一致しない場合がある。

計（Ｂ）

合計　(A)+(B)

上水道事業

病院事業

工業用水道事業

造成土地管理事業

流域下水道事業

就農支援資金

林業・木材産業改善資金

 計　（Ａ）

主な増減理由

主な増減理由

心身障害者扶養年金事業

日本コンベンションセンター
国際展示場事業

小規模企業者等設備導入資金

母子父子寡婦福祉資金

Ⅳ 特別会計
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（単位：百万円）

R5年度中増減見込

区分 積立 取崩し

95,495 3,216 ▲ 14 3,202 50,000 ▲ 33,000 17,000 81,697

808,605 149,698 7,836 157,534 147,283 ▲ 86 147,197 818,942

満期一括償還分 767,019 149,543 ▲ 324 149,219 147,282 ▲ 86 147,196 769,042

上記 (特会)土地区画整理事業分 1 1 1

以外 一般会計分 41,585 156 8,159 8,315 49,900

130,908 20 ▲ 17 3 6,139 ▲ 946 5,193 125,718

31,910 5 ▲ 2 3 31,913

49,008 5 ▲ 3 2 15,767 ▲ 1,297 14,470 34,540

7,001 ▲ 1 7,000 7,000

4,109 293 293 3,816

27 1 1 26

2,154 684 684 2,838

3,293 41 41 3,252

12,596 1 3,014 3,015 37 1,692 1,729 13,882

6,597 1 1 6,598

5,388 4 4 524 ▲ 371 153 5,239

10,297 9,801 ▲ 2,750 7,051 12,264 ▲ 4,051 8,213 9,135

346 29 4 33 313

737 119 4 123 139 ▲ 18 121 739

557 1 1 17 ▲ 2 15 543

211 102 102 153 153 160

20 12 62 74 3 3 91

3,800 3,800 3,800

4,985 747 747 4,238

1,167,243 169,884 12,714 182,598 233,239 ▲ 37,878 195,361 1,154,480

400,224 20,341 13,038 33,379 85,957 ▲ 37,792 48,165 385,438

1,800 1,800

2,000 2,000

3,800 3,800

合計 1,171,043 169,884 12,714 182,598 233,239 ▲ 37,878 195,361 1,158,280

注）表示単位未満四捨五入のため、積み上げが一致しない場合がある。

R4年度末
現在高

R5年度末
現在高
見込現計 2月補正 計 現計 2月補正 計

安心こども基金

財政調整基金

県債管理基金

県有施設長寿命化等推進基金

社会資本整備等推進基金

災害復興・地域再生基金

災害救助基金

退職手当基金

心身障害者扶養年金基金

社会福祉・医療施設整備等推進基金

介護保険財政安定化基金

国民健康保険財政安定化基金

後期高齢者医療財政安定化基金

小計（定額運用基金）

地域医療介護総合確保基金

地域環境保全基金

森林整備担い手対策及び市町村支援等推進基金

中山間地域農村活性化基金

農地中間管理事業等推進基金

公立学校情報機器整備基金

県立学校チャレンジ応援基金

警察本部庁舎等建設基金

小計（特定目的基金）

うち満期一括償還分を除く

土地開発基金

美術品等取得基金

Ⅴ 基金一覧
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年度内に終了しないことが判明した事業について、適正な工期を確保する等のため、   

繰越明許費を設定します。 

  

１  一般会計                １８９事業   81,529,525千円 

２ 特別会計 

  ・営林事業                 １事業    10,000千円 

・港湾整備事業               ３事業    164,000千円 

・土地区画整理事業             ９事業     1,334,526千円 

 

Ⅵ 繰越明許費の設定  
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